
３位：かんぽ、不適切販売　４位：台風被害、甚大　５位：年に新紙幣


年


年


年


年


年


年


年


年


年

上　位
５項目金融界大ニュース過去年間に

読者が選んだ


年

１位：「令和」幕開け　２位：消費税率％に

②④⑤⑥⑦⑧⑨⑩⑪⑫⑬⑭⑮⑯⑰⑱⑲



①



③⑳締
め
切
り
は


月
７
日（
月
）　
※
消
印
有
効

各業界の主な出来事
行政など

第二地銀
労金・農協

保　　険

地　　銀

信　　組

証券など

信　　金
大手行など

応募要領　投票は　１人１票　です 専

用

ハ
ガ
キ

必
要
事
項
を
ご
記
入
の
う
え
、切
り
取
っ
て

必
ず
台
紙（
不
要
ハ
ガ
キ
な
ど
の
厚
紙
）

に
貼
っ
て
　
ご
投
函
く
だ
さ
い
。台
紙
に
貼
付
し

な
い
と
、破
損
し
て
届
か
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

⇨

ウ
ェ
ブ
や
ハ
ガ
キ
な
ど
で
投
票
を
　
発
表
は

月

日
号

ウ
ェ
ブ
や
ハ
ガ
キ
な
ど
で
投
票
を
　
発
表
は

月

日
号

　特　集　　特　集　

1010101010
１
／
６
　
日
本
郵
政
Ｇ
、
増

田
寛
也
新
体
制
が
始
動
。
か

ん
ぽ
問
題
で
グ
ル
ー
プ
３
社
長
が
引

責
辞
任

１
／

　
日
銀
な
ど
主
要
６

中
銀
、
デ
ジ
タ
ル
通
貨
の
知

見
共
有
へ
新
グ
ル
ー
プ
立
ち
上
げ

１
／

　
信
金
中
金
、
メ
ル

カ
リ
・
メ
ル
ペ
イ
と
業
務
提

携

２
／

　
金
融
庁
、
Ａ
Ｐ
Ｉ

接
続
状
況
の
調
査
公
表
。
銀

行
の
契
約
意
向
が
９
割
超
に
。一
時
、

手
数
料
問
題
で
難
航

３
／
１
　
第
二
地
銀
協
、
人

材
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
創
設
。
転

居
地
の
銀
行
に
行
員
紹
介

３
／
６
　
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
従

組
、一
律
ベ
ア
要
求
を
廃
止
。

「
基
礎
年
収
」
で
要
求
し
、
各
人
の

人
事
評
価
で
給
与
に
差

３
／

　
Ｗ
Ｈ
Ｏ
、
新
型
コ

ロ
ナ
感
染
拡
大
で
パ
ン
デ
ミ

ッ
ク
宣
言
。
テ
レ
ワ
ー
ク
や
昼
休
業

拡
大
な
ど
で
感
染
予
防
と
業
務
継
続

３
／

　
日
銀
、
〝
前
倒
し

会
合
〟
で
新
型
コ
ロ
ナ
特
別

オ
ペ
な
ど
導
入

４
／
１
　
中
企
庁
、
脱
個
人

保
証
へ
マ
ル
保
拡
充
。
円
滑

な
事
業
承
継
後
押
し

４
／
１
　
銀
行
・
大
手
信
金
、

新
卒
採
用
者
が
４
年
連
続
で

減
少
。
地
域
銀
は
過
去

年
で
初
め

て
７
千
人
割
る

４
／
１
　
信
金
、
事
業
承
継

基
盤
「
ト
ラ
ン
ビ
プ
ラ
ス
」

稼
働

４
／
７
　
政
府
、
７
都
府
県

に
初
の
緊
急
事
態
宣
言
。


日
に
は
全
国
に
拡
大
。
外
出
自
粛
で

広
い
業
種
に
深
刻
な
打
撃

４
／

　
公
取
委
、
銀
行
間

手
数
料
の
是
正
促
す
。

年

変
わ
ら
ず
割
高
と
指
摘

４
／

　
ふ
く
お
か
Ｆ
Ｇ
、


年
３
月
期
決
算
か
ら
フ
ォ

ワ
ー
ド
ル
ッ
キ
ン
グ
引
当
を
導
入

５
／
１
　
民
間
金
融
機
関
で

も
無
利
子
・
無
担
保
融
資
。

政
府
系
だ
け
で
対
応
追
い
つ
か
ず
。

承
諾
額
は

月

日
時
点
で
官
民
合

わ
せ
て
約

兆
円

５
／

　
独
禁
法
特
例
法
成

立
。
同
一
県
内
の
地
域
銀
統

合
し
や
す
く
。

月

日
施
行

５
／

　
全
信
組
連
、
ク
ラ

ウ
ド
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
で
中

小
企
業
支
援
へ

６
／
５
　
改
正
金
融
商
品
販

売
法
が
成
立
。
金
融
サ
ー
ビ

ス
仲
介
業
創
設

６
／
９
　
金
融
庁
、
金
融
取

引
の
脱
ハ
ン
コ
へ
検
討
会

６
／

　
改
正
金
融
機
能
強

化
法
が
成
立
。
公
的
資
金
の

申
請
期
限
４
年
延
長
、
条
件
も
緩
和

６
／

　
全
信
協
会
長
に
御

室
健
一
郎
・
浜
松
い
わ
た
信

金
理
事
長７

／
３
　
九
州
豪
雨
、
金
融

機
関
に
も
甚
大
な
被
害

７
／

　
金
融
庁
長
官
に
氷

見
野
良
三
氏
。
監
督
局
長
未

経
験
者
で
は
異
例

７
／

　
国
内
初
の
総
合
取

引
所
が
大
阪
で
始
動

８
／
７
　
金
の
小
売
価
格
が

最
高
値
更
新
。
１
㌘
７
７
６

９
円
に

８
／

　
み
ず
ほ
銀
、
通
帳

発
行
手
数
料
導
入
（

年
１

月
）
へ
。
三
井
住
友
銀
も
予
定

８
／

　
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
、

フ
ァ
ミ
リ
ー
マ
ー
ト
に
５
７

０
億
円
出
資
へ
。
農
畜
産
物
の
販
路

拡
大
や
共
同
店
舗
構
想

９
／
１
　
総
務
省
、
マ
イ
ナ

ポ
イ
ン
ト
事
業
開
始

９
／

　
ド
コ
モ
口
座
な
ど

で
不
正
出
金
相
次
ぐ
。
金
融

庁
が
口
座
連
携
時
の
本
人
確
認
強
化

要
請

９
／

　
菅
義
偉
新
政
権
発

足
。
デ
ジ
タ
ル
庁
創
設
な
ど

打
ち
出
す９

／

　
三
井
住
友
信
託
銀

と
み
ず
ほ
信
託
銀
、
株
主
総

会
事
務
の
議
決
権
の
不
適
切
集
計
が

発
覚


／
１
　
東
証
、
シ
ス
テ
ム

障
害
で
終
日
売
買
停
止
。
再

発
防
止
へ
協
議
会
を
設
置
し
、

年

３
月
に
最
終
報
告


／
１
　
生
保
協
、
外
貨
建

て
保
険
販
売
資
格
試
験
ス
タ

ー
ト
。
銀
行
窓
販
の
苦
情
抑
制
へ


／

　
最
高
裁
、
日
本
郵

便
の
正
規
・
非
正
規
社
員
間

の
待
遇
格
差
は
不
合
理
と
判
決
。
同

一
労
働
同
一
賃
金
の
重
要
判
例
に


／

　
み
ず
ほ
Ｆ
Ｇ
、

「
週
休
３
～
４
日
制
」
の
導

入
方
針
。
約
４
万
５
千
人
が
対
象
。

自
己
啓
発
や
副
業
、
介
護
な
ど
と
の

両
立
が
目
的


／

　
菅
義
偉
首
相
、
脱

炭
素
宣
言
。
メ
ガ
バ
ン
ク
は

石
炭
火
力
向
け
投
融
資
ゼ
ロ
目
標


／

　
静
岡
銀
と
山
梨
中

央
銀
、
収
益
増
強
へ
包
括
業

務
提
携


／

　
日
銀
、
地
域
金
融

機
関
の
「
特
別
当
座
預
金
制

度
」
導
入
へ
。
経
費
削
減
や
経
営
統

合
に
０
・
１
％
付
利
。
金
融
庁
は


年
夏
、
再
編
に
補
助
金
創
設
へ


／

　
り
そ
な
Ｈ
Ｄ
、
関

西
み
ら
い
Ｆ
Ｇ
を
完
全
子
会

社
化
へ


／

　
平
均
株
価
、

年

半
ぶ
り
に
２
万
６
０
０
０
円

台
を
回
復
。

日
の
Ｎ
Ｙ
ダ
ウ
は
史

上
初
の
３
万
㌦
超
え

※個人情報の取り扱い
　弊社が「大ニュース」で収集するご応
募者の氏名・住所等の個人に関する情報は、
今回の大ニュースの利用目的に限定して
います。弊社は、ご応募者の個人情報を他
の目的に利用したり、第三者に移転したり、
第三者に提供・開示することはありません。

◆回答方法◆
　　主な出来事項目から「金融界大ニュース」
を項目選び、右の「応募用紙」を使用して投票
してください（項目番号の順位は問いません）。
各業界の主なニュース欄は投票対象外です。
　①投票は１人１票とします②応募用紙はニッ
キンホームページからも取り出せます③ホーム
ページには直接応募でき
る専用画面もあります。
右のＱＲコードを使えば
携帯電話・スマートフォ
ンからもアクセスできま
す④ハガキのほか、ファ
クス、Ｅメールでも受け
付けます⑤１人２票以上
の応募や組織票とみられるものは無効とします
⑥「郵便番号」「住所」「氏名」「年齢」「勤務先」「所
属部署」「電話番号」と「お客さまコード（帯封な
どに記載の８桁の番号）」をご記入ください

◆応募資格◆
　ニッキンご愛読者
◆あて先◆
日本金融通信社「大ニュース係」
ハガキ　＝　〒‐　東京都千代田区麹町
　　　　　　　　　　　　郵便局私書箱号
ホームページ　＝　https://www.nikkin.co.jp
ファクス　　　＝　（）
Ｅメール　　　＝    hensyuu@nikkin.co.jp

◆締め切り◆
　年月７日（ハガキは当日の消印有効）。
ハガキは、地域により郵便事情が異なりますの
で、早めに投函してください
◆発　表◆
　　月日号のニッキン紙上で大ニュースと
当選者（氏名、年齢、勤務先、所属部署）を発
表します

◆的中者◆
　読者投票による上位項目の番号がすべて含
まれている人

◆賞　金◆
　　総額万円。金融界大ニュース的中者に
万円と、他にニアピン賞として万円。的中者
が複数の場合は按分し、人を超える場合は抽
選で人に各３万円を贈呈、抽選に外れた方は
優先的にニアピン賞とします。問的中者がい
ない場合はニアピン賞だけとし、上位的中者に
１人１万円を抽選で人に贈呈します

����

����

����

����

��

��

下記の○に10項目を記入してください。応募項目は、
弊紙11月27日号またはニッキンＨＰをご参照ください

（2020年12月７日消印有効）

（１０）（１１） （第３種郵便物認可）（第３種郵便物認可） ２０２０年（令和２年）１１月２７日（金曜日）２０２０年（令和２年）１１月２７日（金曜日）

１位　スルガ銀、組織的不正融資で処分
２位　仮想通貨億円流出
３位　銀行間振り込み、時間日に
４位　大規模自然災害が相次ぐ
５位　平均株価、年ぶり高値

１位　平均株価、史上初連騰
２位　商工中金、危機対応融資で不正
３位　みずほＦＧ、１万人削減
４位　衆院選で与党圧勝
５位　東芝、異例の決算発表

１位　日銀、マイナス金利導入
２位　米次期大統領にトランプ氏
３位　英国、ＥＵ離脱決定
４位　熊本地震が発生
５位　消費増税、再延期

１位　改正マイナンバー法成立
２位　日本郵政Ｇ３社が上場
３位　株価２万円突破
４位　年金情報流出
５位　東芝の不正会計問題

１位　消費税率、８％に引き上げ
２位　ＮＩＳＡスタート
３位　日銀、金融緩和拡大
４位　衆議院解散、総選挙
５位　地域銀、再編本格化

１位　みずほ銀、「反社」で行政処分
２位　ＮＩＳＡ口座巡り争奪戦
３位　年五輪、東京に決定
４位　黒田氏、日銀総裁に就任
５位　日銀、異次元の金融緩和

１位　年金消失、ＡＩＪ事件
２位　衆院解散（政権交代へ）
３位　中国各地で反日デモ
４位　消費増税法が成立
５位　円滑化法、再延長

１位　〝東日本大震災〟襲う
２位　欧州債務危機が深刻化
３位　〝超円高〟で日米欧協調介入
４位　東京電力福島第１原発で爆発事故
５位　みずほ銀、大規模なシステム障害発生

１位　日本振興銀に初のペイオフ発動
２位　改正貸金業法が完全施行
３位　ギリシャ危機勃発
４位　日銀、「ゼロ金利政策」を復活
５位　武富士が経営破綻し更生法適用

１／６　日本郵政Ｇ、増田寛也新体
制が始動。かんぽ問題でグ
ループの３社長が引責辞任

１／　日銀など主要６中銀、中銀
デジタル通貨（ＣＢＤＣ）
の知見共有で新グループ

１／　英国、ＥＵ離脱。移行期間
は年末まで

２／　金融庁、ＡＰＩ接続状況の
調査公表。銀行の契約意向
が９割超に。一時、手数料
問題で難航

２／　金融庁、青森県信組とはば
たき信組に公的資金注入へ

３／３　ＦＲＢ、緊急会合で政策金
利を．％引き下げ

３／６　麻生太郎金融担当相、新型
コロナで資金繰り支援を要
請。返済猶予報告を復活

３／　ＷＨＯ、新型コロナ感染拡
大でパンデミック宣言。金
融機関はテレワークや昼休
業拡大など感染予防と業務
継続に対応

３／　金融庁と日銀、ＬＩＢＯＲ
利用状況の初調査結果公表

３／　日銀、〝前倒し会合〟で新
型コロナ特別オペなど導
入。海外中銀も同時期に協
調緩和。米はゼロ金利復活

３／　バーゼル委、バーゼルⅢ新
ルールの適用１年延期

４／１　中企庁、脱個人保証へマル
保拡充。円滑な事業承継後
押し

４／１　銀行・大手信金、新卒採用
者が４年連続で減少。地域
銀は過去年で初めて
人割る

４／１　働き方改革の一環で大企業
に「同一労働同一賃金」の
適用が開始（中小企業は
年４月）

４／７　政府、７都府県に初の緊急
事態宣言。日には全国に
拡大。外出自粛で広い業種
に深刻な打撃

４／　政府、新型コロナで事業規
模兆円の緊急経済対策

４／　公取委、銀行間手数料の是
正促す報告書公表。年変
わらず割高と指摘

４／　年度１次補正予算が成
立。１人万円の特別定額
給付金も

５／１　民間金融機関でも無利子・
無担保融資。政府系だけで
対応追いつかず。承諾額は
月日時点で官民合わせ
て約兆円

５／　独占禁止法特例法が成立。
同一県内の地域銀統合しや
すく。月日施行

５／　日銀、８年半ぶりの臨時会

合。政府と共同談話で「一
体姿勢」強調

６／１　大企業への職場のパワーハ
ラスメント防止措置が義務
化（中小は年度まで努力
義務）

６／５　改正金融商品販売法成立。
金融サービス仲介業創設

６／９　金融庁、金融取引の脱ハン
コへ検討会

６／　年度２次補正予算が成立
６／　サブリース新法と改正地域

経済活性化支援機構法が成
立

６／　改正貸金業法、完全施行か
ら年。多重債務者数はピ
ーク時の分の１以下に

６／　改正金融機能強化法が成
立。公的資金の申請期限４
年延長、条件も緩和

７／３　九州豪雨、金融機関にも甚
大な被害

７／　金融庁長官に氷見野良三
氏。監督局長未経験者では
異例

８／　安倍晋三首相辞意表明
８／　金融庁が行政方針。新型コ

ロナ対応前面に
９／１　総務省、マイナポイント事

業開始
９／　ドコモ口座などで不正出金

相次ぐ。金融庁が口座連携
時の本人確認強化要請

９／　菅義偉新政権発足。デジタ
ル庁創設など打ち出す

９／　電子決済等代行業者と銀行
のＡＰＩ接続契約の締結期
限

／５　日本郵政Ｇ、かんぽ問題か
らの信頼回復へ謝罪活動を
開始

／９　日銀、ＣＢＤＣの取り組み
方針を公表。主要中銀グル
ープも報告書

／　最高裁、日本郵便の正規・
非正規社員間の待遇格差は
不合理と判決。同一労働同
一賃金の重要判例に

／　菅義偉首相、脱炭素宣言。
メガバンクは石炭火力向け
投融資ゼロ目標

／　カンボジア中銀、ＣＢＤＣ
「バコン」の正式運用開始

／７　米大統領選でバイデン氏が
勝利宣言

／　日銀、地域金融機関の「特
別当座預金制度」導入へ。
経費削減や経営統合に．
％付利。金融庁は年夏、
再編に補助金創設へ

２／　三菱ＵＦＪ銀、東南アジア
の配車アプリ大手グラブと
資本・業務提携

３／６　三菱ＵＦＪ銀従組、一律ベ

ア要求を廃止。「基礎年収」
で要求し、各人の人事評価
で給与に差

３／　全銀協、ＬＩＢＯＲ停止に
向けたフォールバック条項
の参考例公表

４／１　三菱ＵＦＪＦＧ、社長に理
系出身の亀澤宏規氏

４／１　りそなＨＤ、社長に南昌宏
氏。傘下２行もトップ交代

４／　三井住友ＦＧとＳＢＩＨ
Ｄ、戦略的資本・業務提携
で基本合意

５／　全銀協、新型コロナ感染防
止と業務継続のガイドライ
ンを策定

５／　大手行５Ｇ、年３月期決
算出そろう。コロナ対応で
与信費用は前年度比．倍
に

５／　全銀ネット、資金移動業者
の全銀システムなどを協議
する検討タスクフォース設
置

６／　みずほＦＧ、ソフトバンク
と次世代金融事業で提携

６／　りそなＨＤ、めぶきＦＧと
銀行アプリなどデジタル分
野で提携

７／１　みずほＦＧ、日本ＩＢＭと
の合弁会社「ＭＩデジタル
サービス」の事業開始

７／６　三井住友銀、全店で来店予
約制を導入

７／　ＺＨＤ、グループの銀行や
証券会社などの社名を「Ｐ
ａｙＰａｙ」に統一すると
発表

８／６　大手５行、多頻度小口決済
専用インフラ構築検討で合
意

８／　みずほ銀、通帳発行手数料
導入（年１月）へ。三井
住友銀も予定

９／　三井住友信託銀とみずほ信
託銀、株主総会事務の議決
権の不適切集計が発覚

／１　ＮＴＴデータ、クレジット
カードネットワーク「ＣＡ
ＦＩＳ」とインターネット
バンキングの利用料見直し

／　みずほＦＧ、「週休３～４
日制」の導入方針。約４万
人が対象。自己啓発や
副業、介護などとの両立が
目的

／６　みずほＦＧ、新本館「丸の
内タワー」完成。全銀協も
入居

／　りそなＨＤ、関西みらいＦ
Ｇの完全子会社化を発表

／１　全銀協など、自然災害時の
債務整理ガイドラインで
「コロナ特則」の適用開始

１／　筑邦銀、ＳＢＩＨＤと戦略

的資本業務提携。２月には
清水銀も

１／　阿波銀、野村証券と金融商
品仲介業務の包括提携で合
意。第１号の山陰合同銀は
９月から仲介開始

３／　福井銀、福邦銀とグループ
化に向けた包括提携で合意

３／　南都銀、奈良県の黒滝郵便
局で郵便局との共同窓口第
１号を開始。山陰合同銀も

４／　ふくおかＦＧ、年３月期
決算からフォワードルッキ
ング引当の導入を公表

６／８　山口ＦＧ、ＳＢＩの地方創
生新会社への出資を表明。
コンコルディアＦＧも

６／　地銀協、会長に大矢恭好・
横浜銀頭取が就任

７／　千葉銀など行、ＴＳＵＢ
ＡＳＡアライアンスの深化
へ共同出資会社を設立

８／３　横浜銀、シンガポール支店
を開設。海外拠点網の見直
しが活発化

８／　北国銀、年２月から自前
で新型ＡＴＭの開発を始動
する計画が明らかに

９／　十六銀、年月めどに持
ち株会社移行を決定。沖縄
銀も

／１　広島銀、ひろぎんホールデ
ィングスを発足

／１　十八銀と親和銀が合併し十

八親和銀が発足
／　静岡銀と山梨中央銀、収益

増強へ包括業務提携
／　きらぼしＦＧ、年度中の

「きらぼしデジタルバン
ク」開業を公表

１／１　トモニＨＤ傘下の徳島銀と
大正銀が合併し徳島大正銀
発足

１／　愛媛銀、山口ＦＧと西瀬戸
パートナーシップ協定

３／１　第二地銀協、人材ネットワ
ーク創設。転居地の銀行に
行員紹介

５／　島根銀、投信・債券事業を
ＳＢＩ証券に譲渡

６／　第二地銀協、会長に西川義
教・愛媛銀頭取が就任

７／１　第二地銀協、取引先の購買
支援で特設サイトを開設

／　東和銀、ＳＢＩＨＤと戦略
的業務提携強化で合意。じ
もとＨＤも

／１　宮崎太陽銀、普通預金口座
を２口座以上開設する際の
手数料新設

１／　信金中金、メルカリ・メル
ペイと業務提携

２／　備前信金と日生信金が合
併、備前日生信金発足

３／　信金中金、信金間の情報共
有サイトへコロナ禍対策特
設ページ開設

４／１　信金業界の事業承継基盤
「トランビプラス」稼働

６／　全信協会長に御室健一郎・
浜松いわた信金理事長

７／１　全国の信金、コロナ禍受け
「生活資金支援ローン」取
り扱い開始

８／　氷見伏木信金と島田掛川信
金、地方創生に関する包括
連携協定締結

９／７　北陸信金と鶴来信金が合併
し、はくさん信金発足

／　津山信金、津山市と地域商
社設立。信金中金、東京東
信金も経営支援

１／　相双五城信組、東日本大震
災受け休業していた浪江支
店の営業再開

４／　北央信組、特別定額給付金
の立て替え融資開始

５／　全信組連、クラウドファン
ディングでコロナ禍の中小
企業を支援するプロジェク
ト開始

６／１　大分県信組、コロナ禍で困
窮する学生を支援するロー

ン取り扱い開始
７／　全信中協、信組の将来考え

る有識者会議を設置
９／　全信中協、アジア信組連の

正会員に
／　横浜幸銀信組、メールオー

ダー定期預金を専門に取り
扱う支店開設

１／　労金連、ＱＲコード決済対
応急ぐ。第１弾は「ＬＩＮ
Ｅ　Ｐａｙ」

２／７　ＪＡグループ、１台のタブ
レット端末で信用・共済事
業の共同利用開始

３／３　農林中金、年めどに東京
・有楽町の本店を大手町に
移転

４／　労金界、コロナ禍の勤労者
支援で業界統一の特別融資
取り扱い

５／　ＪＡ全中、ＪＡグループの
ＳＤＧｓ取り組み方針を決
定

８／　ＪＡグループ、ファミリー
マートに億円出資へ。
農畜産物の販路拡大や共同
店舗構想

９／　農林中金、新勘定系システ
ム「ＢａｎｋＶｉｓｉｏｎ」
への移行が完了。全面刷新
は約年ぶり

１／　ファイナンシャル・アドバ
イザー協会設立

３／９　ＮＹダウ、コロナショック
で㌦超の過去最大の下
落幅記録。翌日の日経平均
は一時１万円を割り込
む

３／　野村証券・ＮＲＩ、ブロッ
クチェーンを活用した社債
を初めて発行

４／１　みずほ証券、ドイツ現地法
人がパリ支店開設

４／８　証券各社、緊急事態宣言を
受け一部営業店の店頭業務
休止。同日から全店舗に

７／１　大和証券Ｇ本社、スマホ専
業証券「コネクト」開業

７／　ＪＰＸ、東商取から一部商
品デリバティブを大阪取引
所に移管。総合取引所始動

８／１　三菱ＵＦＪモルガン・スタ
ンレー証券、三菱ＵＦＪモ
ルガン・スタンレーＰＢ証
券と合併

８／７　金の小売価格が最高値更
新。１㌘円（税込み、
田中貴金属工業）に

９／　ＳＢＩ証券、不正アクセス
で顧客口座から資金流出

／１　東証、システム障害で終日
売買停止

／　平均株価、年半ぶりに２
万円台を回復。日の
ＮＹダウは史上初の３万㌦
超え

２／　生保各社、６月末まで無利
子で契約者貸付を実行。新
規貸付件数は万件に

３／　損保協、地震保険の共同調
査効率化に向け新ツールを
共同開発

４／　生保各社、営業職員の活動
を自粛。自粛期間中の給与
補填も実施

５／　損保各社、テレワーク保険
の補償拡充。情報漏えいや
リモート・ハラスメントな
どに対応

６／　生保協、乗合代理店の業務
品質向上へスタディーグル
ープを設置

８／　保険各社、オフィス縮小を
検討。あいおいニッセイ同
和損保は年１月から順
次、本館や別館に機能集約

９／　生保各社、マイナポータル
を活用し保険料控除証明書
を電子化。月から８社が
先行開始

／１　生保協、外貨建て保険販売
資格試験スタート。銀行窓
販の苦情抑制へ


